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Ⅰ 千 歳 市 民 憲 章 

 

 

世界をつなぐ 北の大空。 

千歳川の 清い流れ。 

開拓 ここに一世紀。 

私たちは、誇りある千歳市民です。 

郷土の発展と、お互いのしあわせを願い、この憲章をかかげて、 

力強く前進をつづけます。 

   

 

   

１.心身をきたえ、仕事にはげみ、明るく 若々しい まちにしましよう。 

 

１.自然を愛し、季節に親しみ、快よく 楽しい まちにしましよう。 

 

１.きまりを守り、力を合わせて、美しく 住みよい まちにしましよう。 

 

１.年よりを敬い、子どもの夢をはぐくみ、温かく 平和な まちにしましよう。 

 

１.文化を育て、希望にみちた、豊かな おちついた まちにしましよう。 

 

(昭和５４年７月１日制定) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆◆◆市のシンボル◆◆◆ 
(木）シラカバ カツラ 

(花）ツツジ ハナショウブ 

(鳥）ヤマセミ コウライキジ  

(魚）ヒメマス サケ 
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Ⅱ 千 歳 市 農 業 委 員 会 憲 章 

 

 

１．農業委員会は、 

農業・農業者の代表として 

自覚と責任ある行動に努めます。 

 

１．農業委員会は、 

農用地の確保と有効利用を進め、 

法令に基づく適正な農地行政に努めます。 

 

１．農業委員会は、 

産業としての魅力ある農業を確立し、 

担い手の育成と後継者の確保に努めます。 

 

１．農業委員会は、 

地域農業の活性化を図るため、 

生活環境整備の促進に努めます。 

 

１．農業委員会は、 

広く研修の機会をとらえて、 

知識と資質向上に努めます。 

 

１．農業委員会は、 

地域農業者の期待と信頼に応え、 

国際化時代に対応する農業行政の確立に努めます。 

 

(平成４年４月１日制定) 
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Ⅲ 千 歳 市 農 業 の 概 要 

 

１ 地理・自然条件 

北海道の中南部、石狩平野の南端に位置する千歳市は、札幌市や苫小牧市など、４

市４町に隣接し、札幌市へは北に40㎞、JR快速電車で約30分の至近距離にあります。 

   市域の西部は山岳地帯で国立公園支笏湖地域を形成し、市街地は支笏湖を源とする

千歳川の沖積地に広がり、飛行場・空港、工業団地、自衛隊駐屯地・基地などに、東

部は丘陵地帯で自然豊かな農業地帯となっています。 

千歳市は太平洋と日本海の気象の影響を受ける分岐点にあり、降水量は道内では少

ない地域です。また、夏季の最高気温は30℃程度、年間の平均気温は7～8℃程度で避

暑地として知られる軽井沢とほぼ同じ内陸型の気候です。 

「千歳」という和地名も鶴が多く生息した自然に由来していて、四季折々に変化す

る自然環境の中で生活することが出来る千歳市は、北海道の中核都市です。 

 

２  農業の現状等 

千歳市は農業基盤整備をもとに大規模経営と近代化を進め、令和元年の作付面積の

大きな作物を見ると、小麦（1,320ha）、てん菜（674ha）、大豆（617ha）などとなって

いて高い生産量を誇っています。 

農業を取り巻く状況は農業者の高齢化、後継者不足などにより生産力の低下が懸念

されるため、平成23年度にスタートした千歳市農業振興計画（第3次）の基本目標の

もと、「農業経営の強化」「農業の担い手の育成・確保」「優良農地の確保」など各種施

策を展開しています。 

 

３  土地利用等 

（１）全   体 

区  分 内         容 

沿  革 

明治１３年３月１日 戸長役場開庁（初代戸長 石山専蔵）  

昭和１７年５月１日 町制施行   (初代町長 岡本幸信)  

昭和３３年７月１日 市制施行   (初代市長 山崎友吉) 

面  積 

総 数 ５９，４５０ｈａ  

国 ・ 公 有 地 ４４，８４３ｈａ （構成比  ７５.５％） 

民 有 地 １４，６０７ｈａ （構成比  ２４.５％） 

都市計画 

都市計画区域  ２７，５７０ｈａ 昭和４９年 ６月 １日(計画変更) 

市 街 化 区 域 ３，２２６ｈａ 平成３０年３月２７日(計画変更) 

市街化調整区域 ２４，３４４ｈａ 平成３０年３月２７日(計画変更) 

人  口 

世 帯 数 ５０，１０１世帯 令和 ２ 年４月１日現在 

総 数 ９７，１９８人       〃 

男 ４９，１８３人    〃 

女 ４８，０１５人    〃 
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（２）農   政 

区    分 内           容 

地域指定 

農業振興地域  １１，６４２.９ｈａ 令和元年１２月３１日現在 

農 用 地 区 域 ７，６３９.２ｈａ      〃 

酪農肉牛生産  

近 代 化 計 画 
平成２８年５月１８日 策定 

 

経営耕地

面積 

総 数 ５，８７０ｈａ （令和元年耕地面積調査） 

田 ６３８ｈａ      〃 

畑 ５，２３０ｈａ      〃 

樹 園 地 0ｈａ      〃 

農家戸数 

総 数 ２２３戸  （平成２７年度農林業センサス） 

専 業 農 家 １２３戸       〃 

兼 業 農 家 ５８戸       〃 

農地所有適格法人 ６３法人 （農地所有適格法人の活動状況調査） 

農業関係 

団体 

農業協同組合 ２ 組 合  

農業共済組合 １ 組 合 （みなみ北海道 広域） 

森 林 組 合 １ 組 合  

土地改良区  １改良区 （恵庭市・北広島市・千歳市） 

農業振興公社 １ 公 社 （江別市・恵庭市・北広島市・千歳市） 
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Ⅳ 農 業 委 員 会 事 務 

１  主たる事務 

（１）必須事務 

① 農地法、その他の法令によりその権限に属された農地等の利用関係の調整に関する 

事項 

② 農地等の利用の最適化の推進 

 ・担い手への農地利用の集積、集約化 

 ・遊休農地の発生防止、解消 

 ・新規参入の促進 

③ 農業者年金事業に係る諸届等 

  

（２）任意事務 

① 法人化その他農業経営の合理化 

② 農業に関する調査及び情報提供 

  

 

２  組   織 

 （１）組織図 

 
 
２０人                   １０人 

 

                       １０人  

 

                       １０人 

 

 

 ６人 

 

 

 

（２）構 成 

①農業委員会委員数（定数２０名） 

総 数 認定農業者 
認定農業者に

準ずる者 
女性 40代以下 中立委員 

２０ １４ ２ １ ３ １ 

 

 

 

 

 

３人 
事 務 局 管 理 課 

農 地 係 

企画振興係 １人 

５人 

農業委員会 

委 員 会 

火山灰・砂利採取特別委員会 

農 地 小 委 員 会 

農 政 小 委 員 会 
総  会 
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②各小委員会・特別委員会委員数（各１０名） 

区   分 公募 
農業協同 

組合推薦 

土地改良

区推薦 
団体推薦 区域推薦 

農政小委員会 ２ ２ １ １ ４ 

農地小委員会 １ ２  ２ ５ 

火山灰・砂利採取 

特別委員会 
２  １  ７ 

 

③事務局職員数 

総数 事務局長 課長 係長 係員 

６ １ １ ２ ２ 

     ※事務局長：産業振興部次長兼務 

 

３ 農業委員 

（１）歴代会長 

歴 代 氏   名 就任年月日 退任年月日 

初 代 今   要 作 昭和26年7月20日 昭和29年7月19日 

２ 代 清 水 清 信 昭和29年7月20日 昭和32年7月19日 

３ 代 新 谷 利 夫 昭和32年7月20日 昭和45年3月19日 

４ 代 長 島 善 作 昭和45年3月20日 昭和48年5月 3 日 

５ 代 大 蔵 長 蔵 昭和48年5月 4 日 昭和62年7月19日 

６ 代 坂 井 義 夫 昭和62年7月20日 平成 8 年７月19日 

７ 代 登 坂 善一郎 平成 8 年７月20日 平成14年7月19日 

８ 代 早 川 信 雄 平成14年7月20日 平成17年7月19日 

９ 代 土 居 利 幸 平成17年7月20日 平成29年7月19日 

10  代 樋 口   司 平成29年7月20日 令和２年７月 19 日 

11 代 長 島 信 行 令和２年７月 20 日 在 任 中 

 

（２）歴代会長職務代理者 

歴 代 氏   名 就任年月日 退任年月日 

初 代 清 水 清 信 昭和26年7月20日 昭和29年7月19日 

２ 代 中 島 千 勝 昭和29年7月20日 昭和32年7月19日 

３ 代 唐木田 福 善 昭和32年7月20日 昭和38年7月19日 

４ 代 広 重 貞 雄 昭和38年7月20日 昭和44年7月19日 

５ 代 大 蔵 長 蔵 昭和44年7月20日 昭和48年5月 3日 

６ 代 佐 藤 統 一 昭和48年5月 4日 昭和53年7月19日 

７ 代 増 田 利 雄 昭和53年7月20日 昭和54年4月19日 

８ 代 橋 場 孝 光 昭和54年4月21日 昭和57年4月22日 

９ 代 坂 井 義 夫 昭和57年4月23日 昭和62年7月19日 
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１０代 近 藤 一 夫 昭和62年7月20日 平成 5 年７月19日 

１１代 今   忠 吉 平成 5 年７月20日 平成 8 年７月19日 

１２代 寺 下   守 平成 8 年７月20日 平成11年7月19日 

１３代 沼 山 佐太郎 平成11年7月20日 平成17年7月19日 

１４代 田 村 正 司 平成17年7月20日 平成20年7月19日 

１５代 明 石 茂 俊 平成20年7月20日 平成29年7月19日 

１６代 長 島 信 行 平成29年7月20日 令和 2 年 7 月 19 日 

１７代 平 沖 道 徳 令和 2 年 7 月 20 日 在 任 中 

 

 

（３）農業委員一覧 

議席 役職名 氏名 選出別 
推薦 

団体 

小委員会 特別委員会 

農政 農地 火山灰・砂利採取 

２０ 会  長 長島 信行 推薦     

１ 会長職務代理者 平沖 道徳 推薦     

２ 委  員 宮澤 徳夫 推薦   ◎ ○ 

３ 委  員 三溝 健雄 公募  ○  ○ 

４ 委  員 登坂 英樹 推薦 JA道央 ○ ○  

５ 委  員 平岡  博 公募  ○  ○ 

６ 委  員 今  鉄雅 推薦 森林組合  ●  

７ 委  員 片桐 好英 推薦   ○ ○ 

８ 委  員 樋口  司 推薦  ○   

９ 委  員 川端 智之 推薦  ○   

１０ 委  員 田村 正司 推薦   ○ ○ 

１１ 委  員 遠藤 義博 推薦   ○ ○ 

１２ 委  員 鈴木 弘樹 推薦  ◎  ○ 

１３ 委  員 清水 利一 推薦 環境保全型  ○  

１４ 委  員 平岡日出男 推薦 土地改良区 ○  ● 

１５ 委  員 黒澤 讓治 推薦  ○  ○ 

１６ 委  員 藤田 勝久 
公募 

（中立委員）   ○  

１７ 委  員 中村由美子 推薦 駒里農協 ● ○  

１８ 委  員 山形 繁雄 推薦   ○ ◎ 

１９ 委  員 高橋  正 推薦 Ｇ・Ｔ協議会 ○   

令和２年７月現在 ◎委員長 ●副委員長 ○委員 

Ｇ・Ｔ協議会（千歳市グリーン・ツーリズム連絡協議会） 

環境保全型（千歳市環境保全型農業推進協議会） 
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４ 会議及び研修会等の開催状況 

（１）農業委員会総会 

  

回 開催日・場所 付議件数 主 な 付 議 案 件 内 容 

定 例 

第１回 

３１. ４.２５ 

議会棟大会議室 

報告１件 専決処分の報告について 

（農地法第18条第6項合意解約の通知） 

議案５件 平成30年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評価

（案）及び平成31年度の目標及びその達成に向けた活動計

画（案）について 

定 例 

第２回 

元. ５.２３ 

議会棟大会議室 

報告３件 専決処分の報告について 

（農業委員会事務局職員の人事異動） 

専決処分の報告について 

（農地法第18条第6項合意解約の通知） 

議案５件 千歳農業振興地域整備計画変更（案）の公告について 

定 例 

第３回 

元．６．２１ 

議会棟大会議室 

報告２件 専決処分の報告について 

（農業委員会事務局職員の人事異動） 

専決処分の報告について 

（農地法第18条第6項合意解約の通知） 

議案５件 千歳市農業委会委員の辞任について 

定 例

第４回 

元. ７.２５ 

議会棟大会議室 

報告２件 専決処分の報告について 

（農地法第18条第6項合意解約の通知） 

議案３件  

定 例 

第５回 

元. ８.３０ 

議会棟大会議室 

報告１件  

議案４件  

定 例 

第６回 

元. ９.２０ 

議会棟大会議室 

報告２件 専決処分の報告について 

（農地法第18条第6項合意解約の通知） 

議案４件 千歳農業振興地域整備計画変更（案）の公告について 

定 例 

第７回 

元.１０.２４ 

議会棟大会議室 

報告２件 専決処分の報告について 

（農地法第18条第6項合意解約の通知） 

議案６件 千歳市農業委員会委員の推薦及び募集に関する規則の一部

改正について 

定 例 

第８回 

元.１１.２８ 

議会棟大会議室 

報告２件 専決処分の報告について 

（農地法第18条第6項合意解約の通知） 

議案２件  

定 例

第９回 

元.１２.２０ 

議会棟大会議室 

報告２件 専決処分の報告について 

（農地法第18条第6項合意解約の通知） 

議案２件 農用地の買入協議に係る要請について 

定 例 

第10回 

２. １.２８ 

議会棟大会議室 

報告２件 
専決処分の報告について 

（農地法第18条第6項合意解約の通知） 

議案４件 千歳農業振興地域整備計画変更（案）の公告について 
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（２）各小委員会等 

  ①農政小委員会 

回 開催日 場 所 主 な 付 議 案 件 内 容 

第１回 ２. ３.２６ 
議会棟 

大会議室 

令和元年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評

価（案）及び令和２年度の目標及びその活動計画（案）

について 

 

  ②農地小委員会 

回 開催日 場 所 主 な 付 議 案 件 内 容 

第１回 元. ８. ８ 
第２庁舎 

会議室１ 
農地所有適格法人による農地の権利取得について 

第２回 元. ９.１３ 
第２庁舎 

会議室３ 
農地所有適格法人による農地の権利取得について 

第３回 ２. １.２０ 
第２庁舎 

会議室１ 
新規就農者による農地の権利取得について 

第４回 ２. ２.１７ 
本庁舎 

入札室 

新規就農者による農地の権利取得について 

農地所有適格法人による農地の権利取得について 

第５回 ２.  ３.１８ 
本庁舎 

入札室 

農地所有適格法人による農地の権利取得について 

遊休農地解消目標面積について 

千歳市農業委員会農地等の利用の最適化の推進に係る

指針（案）について 

 

  ③火山灰・砂利採取特別委員会 

回 開催日 場 所 主 な 付 議 案 件 内 容 

第１回 ３１.４.１７ 
農民研修センター

第１研修室 

農地法第５条の規定による許可申請について（一時

転用）：土砂・火山灰採取及び農地造成 

第２回 元 .１０.３１ 
農民研修センター

第１研修室 

農地法第５条の規定による一時転用の完了につい

て：土砂・火山灰採取及び農地造成  

第３回 ２ . ２.１０ 
農民研修センター

第１研修室 

農地法第５条の規定による許可申請について(一時

転用)：火山灰採取及び農地造成  

 

定 例

第11回 

２．２．２７ 

議会棟大会議室 

報告２件 専決処分の報告について 

（農地法第18条第6項合意解約の通知） 

議案３件  

定 例 

第12回 

２. ３.２６ 

議会棟大会議室 

報告２件 専決処分の報告について 

（農地法第18条第6項合意解約の通知） 

議案２件  

(注)農地法第３・４・５条許可及び届出、農用地利用集積計画の決定、及び現況証明発行に関する案

件については、常時案件のため附議案件内容への記載を省略。 
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 ④農業委員会だより編集委員会 

回 開催日 場 所 主 な 付 議 案 件 内 容 

第１回 元. ９.２０ 
議 会 棟 

大 会 議 室 

農業委員会だより「大地」第 32 号の掲載内容（案）に

ついて 

第２回 元.１０.２４ 
議 会 棟 

大 会 議 室 

農業委員会だより「大地」第 32 号の掲載内容の決定等

について 

 

⑤農業者年金加入推進班会議 

開催日 開催場所 内  容 

元.１２.２０ 
議会棟 

大会議室 
令和元年度農業者年金加入推進班活動計画について 

２. ３.２６ 
議会棟 

大会議室 

令和元年度活動結果及び令和２年度農業者年金加入推進班

活動計画（案）について 

 

（３）現地調査（現況証明・市街化調整区域のみ） 

回 実施日 調 査 場 所 出席者数 

第１回 ３１. ４. ９ 根志越地区、都地区 ３名 

第２回 元.  ５. １４ 根志越地区、駒里地区 ３名 

第３回 元.  ６. １０ 協和地区 ３名 

第４回 元. ７.  ５ 幌加地区、新川地区 ３名 

第５回 元. ７． ８ 祝梅地区、釜加地区 ３名、６名 

第６回 元. ８． ７ 祝梅地区 ３名 

第７回 元. ９．１２ 根志越地区 ３名 

第８回 元.１０．１１ 根志越地区、駒里地区 ３名 

第９回 元.１１．１４ 長都地区 ３名 

 

（４）研修会等 

 ①農業委員視察研修会 

開催日 研修先 内  容 

元.１１.７ 

  ～  

１１.８ 

道新釧路工場・日本製紙釧

路工場 ホクレン丸 

リサイクル再生紙製造及び廃熱を利用したブドウ

栽培  生乳の道外輸送 

㈱夕緋 

㈱TACSしべちゃ 

イチゴ施設栽培 

新規就農者育成施設 
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②その他の研修 

開催日 研修先 研修会名 

元．８．２１ 江別市 令和元年度石狩地方農業委員会連合会道内研修 

元.１１.１８ 札幌市 令和元年度地区別農業委員等研修会 

２. １.２０ 札幌市 令和元年度女性農業委員会活動強化研修会 

２. １.２１ 札幌市 令和元年度市町村農業委員等活動強化研修会 

 

（５）農業委員会土地利用状況調査等 

 ①農地パトロール（利用状況調査）事前調査 

実施日 調査対象区域 調査内容 

元. ６.１４ 千歳市域内全体 
3班にて、市内12地区でパトロールを実施 

38か所の圃場調査 

 

②農地パトロール（土地利用状況調査） 

実施日 調査対象地区 調査内容 

元. ８.３０ 千歳市域内全体 
市内遊休農地等を対象とした土地利用状況を調査 

（Ｐ19 参照） 

  ※ 道央農業協同組合、(公財）道央農業振興公社、千歳市地域農業再生協議会及び市産業振興部農業振興課

の協力のもとで実施 

 

５ 諸証明関係取扱件数 

 （１）現況証明   

             年 度  
項 目  平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

市 街 化 区 域 
件  数 ５ ２ ０ 

面積(㎡) ３，９６３ ４０４ ０ 

市街化調整区域 
件  数 ７ ８ １６ 

面積(㎡) ６０，８５９ ５０，８７６．６１ １９９，２１９.１６ 

合  計 
件  数 １２ １０ １６ 

面積(㎡) ６４，８２２ ５１，２８０．６１ １９９，２１９.１６ 

 

（２）営農証明   

            年 度 
項 目  

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

営  農  証  明 ７６ ６２ ７２ 
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（３）その他証明 

            年 度 
項 目  平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

そ  の  他  証  明 １ ４ ６ 

※ 許可地の同一証明、相続税の納税猶予に関する適格者証明、引き続き農業経営を行っている

旨の証明等 

６ 財務 

 （１）令和元年度歳入決算額                    （単位：円） 

科 目 予算額 決算額 内 訳 

農林水産業手数料 342,000 292,500 
農地証明等 

嘱託登記手数料 

農林水産業費補助金 417,000 143,398 農地中間管理機構集積支援事業補助金 

農林水産業費交付金 3,397,000 7,639,760 

農業委員会費交付金 

農地法許可事務交付金 

農地利用最適化交付金 

雑     入 641,000 898,600 

農業者年金事務委託収入 

農地保有合理化事務委託収入 

土地評価精通者謝金 

合 計 4,797,000 8,974,258  

 

（２）令和元年度歳出決算額                    （単位：円） 

科 目 予算額 決算額 内 訳 

報 酬 9,276,000 8,934,000 委員２０名  

報 償 費 4,000 1,900 賞状額縁等 

旅 費 1,164,000 717,783 特別・一般旅費、委員費用弁償等 

交 際 費 60,000 53,970 会長交際費 

需 用 費 515,000 394,118 書籍代・事務用品・コピー料 

役 務 費 156,000 104,943  

委 託 料 1,048,000 1,047,600  農地台帳システム改修委託等 

使 用 料 及 び 
賃  借  料 

30,000 25,780   

負担金、補助及び
交 付 金 

84,000 75,000 北海道農業会議負担金等 

合     計 12,337,000 11,355,094 （執行率92.04％） 

 （２）委員報酬及び費用弁償 

   ①委員報酬（月額） 

会     長 ５１，０００円 

会長職務代理者 ３８，０００円 

委     員 ３８，０００円 
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   ②委員の費用弁償 

 

 

区    分 日当(１日につき) 宿泊料(１日につき) 

市外 
道 内 １，３００円 １２，９００円 

道 外 １，４５０円 １４，３００円 

 

Ⅴ 農 地 の 移 動・転 用 等 の 状 況 

 １ 令和元年度農地法第３条の規定による移動 

（１）許可件数及び面積   

種別 

 

地区別 

 

売   買 賃 貸 借 使 用 貸 借 贈   与 合 計 

件

数 

面積(㎡) 件

数 

面積(㎡) 件

数 

面積(㎡) 件

数 

面積

(㎡) 

件

数 

面積(㎡) 

東 丘   1 108,209.09     1 108,209.09 

新 川 1 182,373.33   4 634,784.46 1 8,560 6 825,717.79 

幌 加     5 1,012,055.58   5 1,012,055.58 

協 和 2 2,951 1 63,748     3 66,699.00 

泉 郷 2 61,309.83 2 28,560     4 89,869.83 

中 央 4 174,586.06 1 15,396 1 264,395.57   6 454,377.63 

根 志 越 4 36,670 3 24,525     7 61,195.00 

上 長 都       1 5,252 1 5,252.00 

長 都     2 165,513.50 1 24,309 3 189,822.50 

釜 加       1 182 1 182.00 

都 1 20,094 1 40,711     2 60,805.00 

駒 里 8 138,383.91    1 8,555 9 146,938.91 

祝 梅   1 4,950     1 4,950.00 

北 光           

合 計 22 616,368.13 10 286,099.09 12 2,076,749.11 5 46,858 49 3,026,074.33 

※１申請内容を地区毎に分けているため、実際の許可件数と異なる。 
※２令和元年度の離農者は１件 
※３使用貸借のうち、経営移譲は３件 

 

（２）相続に伴う届出 

地   区 
長都・釜加 

・都 
祝梅・根志越 中央・泉郷 

幌加・新川・ 

東丘・協和 
駒里 合 計 

件   数 4 9 5   18 

面 積（㎡） 75,334 315,727.20 441,419.80   832,481 

 ※届出内容を地区毎に分けているため、実際の届出件数と異なる。 

 

会 議 出 席 等 
片道10㎞以内 ７００円 

片道10㎞超 １，２００円 
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２ 令和元年度農地法第４条・第５条の規定による転用、200㎡未満の農地転用（届出） 

（１）用途別農地転用件数及び面積調（許可） 

種別 

 

地区別 

条項 

農 家 住 宅 農業用施設 火山灰採取 資 材 置 場 そ の 他 合 計 

件数 面積（㎡） 件数 面積（㎡） 件数 面積（㎡） 件数 面積（㎡） 件数 面積（㎡） 件数 面積（㎡） 

駒 里 
４条   2 3,359       2 3,359 

５条 4 2,238.79         4 2,238.79 

長 都 
４条             

５条   2 7,845.96       2 7,845.96 

幌 加 
４条             

５条   1 1,068.83 1 38,811     2 39,879.83 

東 丘 
４条   2 2,340.91       2 2,340.91 

５条     1 38,064     1 38,064 

合 計 
４条   4 5,699.91       4 5,699.91 

５条 4 2,238.79 3 8,914.79 2 76,875     9 88,028.58 

 

（２）200㎡未満の農業用施設農地転用（届出） 

 

種別 

 地区別 

農業用施設 

件数 面積(㎡) 

長 都 1 172.82 

東 丘 1 133.20 

合 計 2 306.02 
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３ 令和元年度農業経営基盤強化促進事業 

 

（１）契約の種類別調 

種別 

地区別 

売 買 賃 貸 借 使 用 貸 借 合 計 

件数 面積（㎡） 件数 面積（㎡） 件数 面積（㎡） 件数 面積（㎡） 

東 丘 1 48,181 9 701,497.76 0 0 10 749,679.76 

新 川 1 28,647 8 443,007.68 0 0 9 471,655.68 

幌 加 2 39,046 2 68,663.30 0 0 4 107,709.30 

協 和 4 133,079 20 675,717.12 0 0 24 808,796.12 

泉 郷 1 128,946 8 231,287.06 0 0 9 360,233.06 

中 央 1 64,057 15 585,351.92 0 0 16 649,409.92 

根志越 0 0  34 989,926 0 0 34 989,926 

上長都 0 0 2 57,686 0 0 2 57,686 

長 都 2 28,696 30 1,237,225.38 0 0 32 1,265,921.38 

釜 加 3 118,381 5 217,956 0 0 8 336,337 

都 0 0 7 251,174.04 0 0 7 251,174.04 

駒 里 0 0 6 433,932 0 0 6 433,932 

祝 梅 0 0 10 159,332.14 0 0 10 159,332.14 

合  計 15 589,033 156 6,052,756.40 0 0 171 6,641,789.40 

 ※申請内容を地区毎に分けているため実際の申請件数とは異なる。 

 

 

（２）過去５年間における移動の推移              （単位：㎡） 

区 分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

売 買 963,048 1,575,669 1,118,932 383,149 589,033 

賃 貸 借 3,117,141 6,350,733 6,485,647 4,118,693 6,052,756 

使用貸借      

合 計 4,080,189 7,926,402 7,604,579 4,501,842 6,641,789 

 

４ 下限面積の設定について 

 

 

 

○駒里地区：１０アール          

   （上記以外の地区は２ヘクタール） 
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５ 国有未墾地の所管換・売渡事業 

財務省所管の普通財産及び農林水産省所管の開拓財産（急傾斜地等、道水路等国有

残存地等）は全市に点在しているが、既に農地として利用されていることが多いこと

から、これらの土地は農地法に基づき、耕作又は養畜の事業を行うと認められる者等

に売り渡しを実施しています。 

 

年度 地 区 
面  積（㎡） 10ａ当たりの単価

（単位：千円） 

農 家 

戸 数 田 畑 計 

２ 新  川  ４，４８０ ４，４８０ ２４０ ２戸 

３       

４       

５       

６       

７ 根志越・中央  ５１，５３０ ５１，５３０ ９４ ３戸 

８       

９ 中  央  ９,９７５ ９,９７５ １３０ ３戸 

１０       

１１       

１２       

１３       

１４ 祝  梅  ２，３６９ ２，３６９ １０３ １戸 

１５ 祝  梅  １１,３２７ １１,３２７ ７２ ２戸 

１６       

１７ 東  丘  ８,８６７ ８,８６７ １０３ １戸 

１８       

１９       
２０       
２１       
２２ 東  丘  ２，２９２ ２，２９２ １０７ ２戸 

２３ 根 志 越  ３６，７９７ ３６，７９７ １０８ ２戸 

２４       

２５       

２６       

２７       

２８ 中  央  １，６７７ １，６７７ ９７ １戸 

２９ 東  丘  １２６   １２６ ７９ １戸 

３０       

元       
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Ⅵ 農 業 者 年 金 関 係                 （令和2年3月31日現在） 

１ 加入状況 

  （単位：人） 

区 分 男 女 計 備考欄 

通常加入 65 45 110  

 

政

策

支

援

加

入 

区分１  3   3 認定農業者で青色申告者 

区分２    認定就農者で青色申告者 

区分３  3    3 
区分１または区分２の者と家族経営協定を締結し、

経営に参画している配偶者又は後継者 

区分４    
認定農業者または青色申告者のいずれか一方を満た

す者で、３年以内に両方を満たすことを約束した者 

区分５    
35歳まで（25歳未満の場合は10年以内）に区分１

の者となることを約束した後継者 

計  6    6  

合  計 71 45 116  

 

２ 経営移譲年金・農業者老齢年金受給状況 

（単位：人） 

種 別 
経営移譲年金 

受給者 

農業者老齢年金 

のみ受給者 

特例農業者老齢 

年金受給者 
計 

受給者数 106  77 6 189 

   

 

３ 年度別加入者及び受給状況比較    

    （単位：人） 

区 分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

加入状況 128 123 118 121                                                                    116 

受給状況 215 205 213  204 197 
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Ⅶ 賃 借 料 情 報  

農地法改正（平成21年６月24日法律第57号）に伴い、従来の標準小作料制度が 

廃止され、農地法第52条の規定により提供を行うものとされている賃借料情報です。 

 

市内平均賃借料                    （10ａ当たり 単位：円、件） 

田（水稲） 平均額 最高額 最低額 データ件数 摘    要 

２７年度 10,992 12,273 7,000 30 平成24年～平成27年の4年間平均 

２８年度 11,601 12,273 8,647 24 平成25年～平成28年の4年間平均 

２９年度 11,632 14,000 3,922 80 平成26年～平成29年の4年間平均 

３０年度 11,809 14,000 3,922 91 平成29年～平成30年の2年間平均 

元年度 11,545 14,000 3,922 94 平成29年～令和元年の3年間平均 

前年対比 △264 0 0  3  

（％）  △2.2%  0%  0%  3.2%  

畑（普通畑） 平均額 最高額 最低額 データ件数 摘    要 

２６年度 7,129 12,000 3,750 146  

２７年度 6,438 10,068 2,000 102  

２８年度 6,001 10,742 2,100 78  

２９年度 6,294 10,000 2,000 139  

３０年度 6,457 10,200 2,550 157  

元年度 6,575 10,494 2,550 140 平成30年～令和元年の2年間平均 

前年対比 118 294 0 △17  

（％）  1.8%  2.8%   0% △10.8%  

※算出金額は実勢価格を用いた。 
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Ⅷ 農 地 パ ト ロ ― ル 

 １ 概要 

   農地はいったん遊休化すると数年を経ずして農地性を失い、耕作可能な農地への復

旧には多大な投資と労力が必要になることから、農業委員、JA職員、事務局職員等が

中心となり、遊休農地の把握と解消対策、農地の無断転用防止対策のため、毎年８月

から１１月までを取組月間とし、農地パトロール（利用状況調査）を実施しています。 

 

 ２ 沿革   

昭和４８年度 ～ 「土地と農業を守る運動」 

昭和５９年度 ～ 「農地を守り有効利用する運動」 

平成 ６年度 ～ 「農地を守り、魅力ある農業経営を確立する運動」 

平成１１年度 ～ 「地域農業再生運動」 

平成１７年度 ～ 「農地と担い手を守り活かす運動」 

平成２０年度 ～ 「新・農地と担い手を守り活かす運動」 

平成２１年度 ～ 「新・かけがえのない農地と担い手を守り活かす運動」 

平成２６年度 ～ 「農地を活かし、担い手を応援する全国運動」 

平成２８年度 ～ 「新・農地を活かし、担い手を応援する全国運動」 

平成３１年度 ～ 「地域の農地を活かし、担い手を応援する全国運動」 

農地法第３０条の規定により「農業委員会は毎年一回、その区域内にある農地の利

用の状況についての調査を行わなければならない」と義務付けられています。 

 

３ 令和元年度実施人数 

・農業委員17名、事務局職員６名 

・関係機関５名（道央農業協同組合、道央農業振興公社、市産業振興部農業振興課） 

 

 ４ 農地パトロール実施結果 

 

  遊休農地面積                       （単位：ha）  

地  区 元年度 ３０年度 増 減 農地面積 

駒里 0.17 0.17 0 954 

幌加・協和・新川・東丘   0 2,876 

祝梅・根志越   0 680 

中央・泉郷  0 0 1,464 

都・長都・釜加 0.62 0.62 0 1,192 

その他    107 

合   計 0.79 0.79 0 7,273 
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Ⅸ 担い手への農地集積・集約 

１ 活動内容 

① 農用地利用調整会議  １５回  

      

② あっせん等件数    

 ・ 農地法  ０件  

 ・ 農業経営基盤強化促進法  １１６件  

  所有権移転 ～  １５件 （  ５８９,０３３㎡） 

  利用権設定 ～  １５０件 （６，０５２,７５６．４㎡） 

      

③ 嘱託登記件数  ２３件 （１７６,５００円） 

 ・ 土地表示変更登記  ８件 （ ２９,０００円） 

 ・ 名義人表示変更登記   ２件 （ １０,５００円） 

 ・ 所有権移転登記  １３件 （１３７,０００円） 

 

 

Ⅹ 認 定 農 業 者 数 

 

区分 
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度 

認定数 総数 認定数 総数 認定数 総数 認定数 総数 認定数 総数 

個 人 46 132 17 141 16 122 10 120 19 118 

法 人 11 33 7 33 7 35 9 37 13 42 

合 計 57 165 24 174 23 157 19 157 32 160 

※認定数には再認定を含む。 

※各年度末の総数は、法人の解散、離農などにより、前年度末の総数に当該年度の認定数を加え

ても一致しない。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年版農業委員会業務概要 

 

発 行：令和２年８月 

編 集：千歳市農業委員会 

電 話：0123－24－3131 

 

企画振興係（内397） 

農 地 係（内532） 

 


